別記様式第１号（第２条関係）
（表）
（裏）

過疎地域の持続的発展の支援に係る固定資産税の課税免除申請書

年　月　日

木津川市長　宛て

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　所在地（住所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号（名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名（氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　

　過疎地域の持続的発展の支援に係る木津川市税条例の特例に関する条例第４条第１項の規定により、次のとおり申請します。
[bookmark: _GoBack]
	税　　　目
	　　　年度固定資産税　（　　　　年取得）

	課税免除適用
年度区分
	第１年度　・　第２年度　・　第３年度　（　新規　・　継続　）

	課税免除
対象資産
	所在地
	

	
	名称
	

	
	事業年度
	年　　月　　日　　～　　　年　　月　　日

	
	事業の用に供した日
	年　　月　　日

	
	事業内容（業種）
	　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）

	課税免除を
受けようと
する固定資産
の概要
	区分
	取得価額（円）
	摘　　　　要

	
	家屋
	
	

	
	償却資産
	
	

	
	合計
	
	

	
	土地
	
	

	
	租税特別措置法による特別償却の有無
	有　・　無

	備考
	


※　申請にあたっては、次項の必要な事項を証する書類を添付すること。


１　必要な事項を証する書類
（１）　事業概要を明らかにする書類
（２）　事業所全体の平面図（特別償却設備の位置（番号）を明示したもの）
（３）　事業計画書
＜土地の場合＞
（４）　登記事項証明書及び当該土地を敷地とする特別償却設備である家屋の建設の着手があったことを確認できる書類
＜家屋の場合＞
（５）　登記事項証明書
＜申請者が法人である場合＞
（６）　次に掲げる書類
　　　ア　登記事項証明書又は資本金若しくは出資金の額が確認できる書類
　　　イ　法人税法（昭和４０年法律第３４号）に規定する確定申告書の写し（減価償却資産の償却額の計算に関する書類（特別償却を受けなかった場合は、その理由書）を含む。）
＜申請者が個人である場合＞
（７）　所得税法（昭和４０年法律第３３号）に規定する確定申告書の写し（減価償却資産の償却額の計算に関する書類（特別償却を受けなかった場合は、その理由書）を含む。）
＜その他＞
（８）　申請に係る業種が旅館業である場合にあっては、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）の規定による旅館業の営業の許可を受けたことを証する書類の写し
（９）　その他市長が必要と認める書類

２　注意事項
（１）　第２年度、第３年度の申請にあたっては、既に提出したものと同一内容の書類は添付不要とする。
（２）　申請書及び資産明細書と１（６）イ又は（７）の書類に記載した取得価額の一致を確認すること。
（３）　資産明細書（償却資産）と１（２）の事業所全体の平面図に記載した番号の一致を確認すること。

